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【研究の背景】
本研究は、子どもが怖がらずに医療機関を受診し、前向き
に診察や検査を受けられるようになるための健康教育を
幼稚園で行う実践方法を検討するものである。既に歯科
受診準備支援の実践を行っているが、園により受診準備
のための健康教育ニーズが大きく異なるため、各園の健康
増進への取り組みの特色や意向を把握したうえで検討を
行う必要があることがわかっている。
【目的】
本研究では、子どもの健康増進に積極的な幼稚園を対象
とし、小児科受診場面を紹介する動画を活用した健康教
育を試験的に実施することを通して、園児が診察の流れと
診察や検査の意味を理解し、前向きに受診できるようにな
るためにはどのような働きかけが必要であるかについて検
討することを目的とした。
【方法】
2024年1月に、都内のA幼稚園の年長児3クラス合計56名
を対象として、筆者の先行研究をもとに制作した動画を用
いた「小児科探検」のお話会を行った。お話会は園のホー
ル1カ所に園児が全員集合する形式で行い、ファシリテー
ターは筆者が務めた。今回用いたお話会の構成案は、人
形が小児科外来を探検しながら診察の流れや診察・検査
の意味、診察を受けるためのコツと練習方法を教えるとい
う動画の展開に沿った内容となっている。データ収集は、
園児の様子をビデオ撮影し、発言や反応を「恐怖」「不快」
「経験の共有」「前向きな姿勢」というテーマに沿って抽
出し、テーマごとに逐語録を作成して行った。動画の構成
案と各テーマの逐語録のテキストを照合し、健康教育実践
に向けた構成の方向性を検討するための考察を行った。
【結果・考察】
お話会では園児全員で動画を視聴することにより、受診経
験を他の園児とともに振り返りながら経験の共有を行うこ
とができた。「恐怖」は未知の経験に対する不安や、何故
それを行うのかについて理解していないことに、「不快」
は処置等をどのくらいの時間我慢すれば良いかわからない
ことに由来していることが示された。園児の中には恐怖や
不安を乗り越えた児もおり、これらの経験と感情を園児同
士で共有し合うことを通して、“頑張る”という姿勢が引き
出された可能性がある。実践においては、ファシリテータ
ーや担任が、園児が経験の共有を通し、お話会の中に自
然に前向きな姿勢が作られるような場面づくりをすること
が必要であると考えられた。
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【目的】
近年、少子化や核家族化の進展並びに地域社会の連帯感
や教育力の低下により、育児ストレスの蓄積しやすい環境
にあると言われている。基本的生活習慣の形成は、乳幼
児期のこどもの発達や保育を考える時、非常に重要な課
題の一つである。そこで本研究では、育児ストレスやこども
の生活習慣の状況について明らかにすることを目的とした。
【方法】
1.調査対象:高知市内の保育園に通う幼児を持つ保護者を
対象に自記式アンケートを実施し、ほとんど記入されてい
ない者を除く416人の保護者について調査分析を行った。
2.調査期間:2023年2月に実施した。3.調査内容:調査内容
は、主として次の項目からなっている。① 属性 (性別、
年齢など)②育児ストレス、不安について (程度、相談者・
世話人の有無など)③こどもの生活習慣 (生活リズム、食事、
TV・ゲーム・動画視聴など)④ しつけについて(大声を出す、
スキンシップなど)4.倫理的配慮:調査実施に当たっては、
高知大学倫理委員会にて倫理的に問題を有しないとの判
断後、対象者には研究の主旨、プライバシーの保護につい
て書面で説明し自由意志による協力を求めた。協力の拒
否の機会を保証した上で、情報管理に十分配慮し研究を
行った。5.分析方法:統計解析にはSPSS25.0 for 
W i n d o w s を 用 い 、検 定 はχ 2 検 定 お よび
Mann-Whitney-Utestを行い、有意水準は5％(両側検定)
とした。
【結果と考察】
性別では男性26人(6.3％)、女性388人(93.7％)であった。
年齢別では30歳代が最も多く173人(42.3％)、次に40歳代
150人(36.7％)、20歳代(12.0％)、50歳以上37人(9.1％)であ
った。育児ストレス度(低群・高群)2群別に生活習慣をみた
結果、ストレス低群の方が夕食(食欲や時間)(p=0.026)と衛
生習慣(歯磨きやお風呂) (p=0.016)が高値であった。育児
ストレス度別にしつけをみた結果、ストレス度高群の方が
大声を出す(p<.001)、怒る・叱る(p<.001)、手が出そうにな
る( p< . 0 0 1 )が高値であり、よくスキンシップをする
(p=0.027)が低値であった。保護者とこどもが楽しみなが
ら家庭で生活習慣の重要性や方法を話し合い、常に意識
し改善していくことが重要であり様々な機会を捉えたきめ
細かな支援が不可欠である。
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【はじめに】
Ikeda_sは、WHOの国際生活機能分類をはじめ、標準化
された様々な尺度と自治体の関係機関の意見を基に作成
し、年齢や障害の有無を問わず市内で統一して利用できる
“成長と発達の記録ツール”である。我々は、Ikeda_sを
導入開始当初より継続して使用している公立の児童発達
支援センターの職員と同施設利用児の養育者を対象に
Ikeda_sの利便性や自治体が主体的に活用することの養
育者のIkeda_s利用状況への影響、Ikeda_sの今後の利
用場面拡大のための要点を明らかにすることを目的として
調査を行った。
【方法】
2023年8-12月に職員26名と現在同施設を利用している児
（以下、利用児）83名、および卒園児の養育者を対象に
Web調査を行い、養育者のうち同意が得られた方を対象
にインタビュー調査も実施した。リクルート方法は、職員、
および利用児の養育者へは施設長を通じた研究協力の案
内配布に加え、研修会の際にアナウンスを行った。卒園児
の養育者のリクルートは、通所受給者証発行課の窓口に
案内を設置した。
【結果】
職員11名（回答率42.3%）、養育者30名から回答が得られ、
養育者のうち5名からインタビュー調査の協力が得られた。
職員全員が[Ikeda_sの良い点や使用して良かったこと]とし
て「年齢を重ねても同じ内容について記入するので、子ども
の成長の経過が分かる」と回答した。一方、[使用して良くな
かったこと]は、「当該施設以外の学校園や市の機関で活用
されないので、活用のモチベーションが上がらない」が最も
多かった。養育者が[良いと思うこと]は、「さまざまな項目が
あるので、子どもの得意なことや苦手なことが分かる」が最
も多く、[使用して良かったこと]でも半数が「子どもに合った
支援を受けることにつながった」「子どものことを多面的に
みることができた」と回答した。一方、[使用して良くなかっ
たこと]は、「記入量が多い」が最も多かったが、インタビュ
ー調査の結果、Ikeda_sの記入、および活用方法について
十分な説明を受けられていなかったという回答が多かった。
【考察】
Ikeda_sは子どもの得意なことや苦手なこと、成長の経過
を可視化でき、子どもを多面的にみること、子どもに適し
た発達支援を可能にすることが関係者に評価されていた。
一方で、活用には利用法についての周知と関係部署間の
連携が必要である。
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【目的】
近年、日本は少子化や高齢出産などが増えてきている。一
般家庭を対象とした先行研究では、将来希望する子ども数
（以下、予定子ども数とする）を増加させる要因として、年
齢やきょうだい数、労働が有効なものであり、きょうだい数
が多いことで予定子ども数への評価が増えると述べてい
る。また、両親ともに首尾一貫感覚尺度（SOC尺度）得点
が高いものは子育てを楽しむことができるという結果もあ
る。そこで本研究では、大学生を対象に予定子ども数に影
響する要因、およびストレス対処能力の高さと子ども数と
の関連について明らかにすることを目的とした。
【研究方法】
A大学に在学中の1～2年生297名を対象に、対象者の基
本的属性、家庭環境、将来に関する希望、SOC尺度などを
含めたアンケート調査を行った。調査期間は2017年7月。調
査方法は、研究の目的と倫理的配慮について説明した後、
調査票を配布し、記入後にその場で回収した。倫理的配慮
として回答は無記名自記式とし、調査への参加は自由意
思であり回答や内容によって不利益を被らないこと、デー
タは研究以外に使用せず、研究終了後には処分することな
どを口頭および書面にて説明した。
【結果および考察】
回収数は279名、有効回答数は271名（回答率97.1％）であ
った。男性は119名（43.9％）、女性は152名（56.1％）であ
り、平均年齢は18.9歳と同じであった。きょうだい数は2.4
人と性別で違いはなく、予定子ども数は男性より女性の方
が平均2.4±0.61人とやや多く、子育て不安の割合も女性
91.3％、男性77.1％と女性の方が多かった。将来子どもを
ほしいと思う者は性別に違いはなく、核家族が多かった
（p=0.003）。SOC尺度において男性の方が女性より処理
可能感の得点が高く（p=0.040）、子どもをほしくないと思
う者はSOC尺度における有意味感が高値であった
（p=0.004）。以上の結果より、大学生が望む予定子ども
数には性別、家族形態、SOC尺度が関連していた。男性よ
り女性の方が子どもへの親和性に富み、良いイメージが強
いため予定子ども数を多く望むと考えられる。また、子ども
を望まない女性は「自分の時間がもてなくなる」「子育てや
教育に出費がかさむ」などと考えており、現在の自分自身
の生活に十分に意味を感じているため、有意味感が高くな
ったと考えられる。
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